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札 幌 市 に お け る 情 報 処 理
サ ー ビ ス 業
沼 田 久
1.は じ め に
昭和50年12月24日の,電 子計算機本体等の輸入 ・資本の完全 自由化に続いて,
昭和51年4月1日,ソ フ トウェア産業等の100%資本 自由化が実施 され,これに
よって日本の情報産業は大 きな外圧にさらされることとなった。昭和48年秋の
いわゆる石油ショックに始 まる長期不況 と最近の円高傾向は,経 営基盤が弱い
とされる日本のソフ トウェア ・情報処理サービス業に大 きな影響を与えている
ようである。
このような情勢の中で,筆 者のゼ ミナールでは,昭 和52年8月か ら11月にか
けて札幌市における情報処理サービス業について不完全ながら実態調査を行な
った。 この小論はその結果の一部を使 ったものである。紙数の制限上調査結果
は極 く一部 しか紹介できないが,詳 細については文献 〔1〕を参照されだい。
2.対 象企業について
日本電子計算機株 式会社(略 称JECC)の 文献'〔2〕に よれば昭和52年1月
1日現 在,情 報処理サ ー ビス業 と呼ばれ る計算セ ソター,パ ソチセ ンター,ソ
フ トウェア開発企業 は北海道 に34セソターあ って,そ の うち札幌市に所在す る
ものは23社であ る◎ 同 じくJECCの 調 査 「全国計算 セソターお よび ソフ トウ
ェア開発企業分布状況」(文 献 〔3〕)によれば,昭 和52年1月1日 現在北海道
に46のセ ンターが存在す ることになっている。 また札幌通産局の 「情報処 理サ
ー ビス企業等台帳」では昭和52年8月 末札幌市所在 として13のセ ンターが記載
原稿受領1978年6月7日
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されている。情報処理学会の調査(文 献〔4〕)では,札 幌市に存在する電子計
算機を持 ったソフ トウヱア開発 ・計算センターは7社 である。
このように,情 報処理サービス業の実態については完全な調査は存 在 しない。
そ こで筆者のゼ ミナールの調査においては,調 査対象の確定に相当の労力を必
要 とした。なお,調 査対象の分類はJECC調査の分類(〔3〕PP.12～13)を
採用 した。
調査対象の確定に当っては上記の諸資料のほか,札 幌市職業別電話帳,電 子
計算機関係の専門学校出身者の就職先等の追跡調査,更 に,訪 問調査の際に得
・た情報などを総合 した結果53社が浮かび上 ったが,そ れ らの うちハー ドウェア
メーカーの販売やメソテナソスを専門 とす る営業所等であ りながら,情報処理
サービス業 としてJECCや通産局の資料に記載されているもの,転 居先不 明の
もの,す でに営業を停止 しているものなどを除 くと31社となった。そ してその
殆んどはJECC分 類での(1),す なわち独立系セソターである。
3.開 設 状 況 に つ い て
表1{*,
開 設 年(
昭和)
～30
31～35
36～40
41～45
46～50
51～
「 計
札幌市における開設
企業数(%)
0(0.0)
1(3.2)
2(6.5)
4(12.9)
19(61.3)
5(16,1)
31(100.0)
その うちソフト
開発企業数
0
0
開設企業中の支
社営業所の数
0
0
0 0
0 0
3
?
5
8
0
8
全国 におけ る開
設企業 数`零零}(%)
2(0.2)
15(1.7)
128(14.3)
393(43.8)
291(32.4)
68(7.6)
897(100.0)
S*)札幌市 の分 は 〔1〕,p.78,表2-1による。 昭和52年10月1日現在。
(**,全国の分 は 〔3〕,p.17,第2表に よる。
昭 和52年10月1日 現 在 で の 開 設 状 況 は 表1の よ うに な っ て い る。 これ に よ る
と札 幌 で は 全 国 的 傾 向 か らや や お くれ て 情 報 処 理 サ ー ビス業 が 発 達 して き て い
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るようである。また札幌市以外に本社をもつ企業で札幌市に支社 ・営業所を開
設 したのは曜和46～50年に集中しでいる。昭和45年頃が日本の 「情報化元年」
などと言われたことと考えあわせると面白いデータである。
なお表1に は,す でに営業停止 ・廃業等で消滅 した企業は含 まれていない。
また・ハー ドウェアを持たず ソフ トウェア開発専門の企業 は5社 が確認 された
が,人 材さえあれば小資本で開業できるとい う,この種の企業の性質上調査 も
れになっているものもあると思われる。
以上のように調査対象の範囲をつかむ ことができたが,こ れ らに対 して昭和
52年10月1日現在でアソケー ト調査(郵 便に よる)を 行なった結果をつぎに述
べ よう。回答があったのは項 目ごとに異なるが約20社であった。
4.企 業窺模について
企業規模を示す指標 として資本金,従 業員数,売 上高を調べそれぞれ表2,
表3,表4を 得た。札幌,全 国ともに資本金1,000万円 未満の小企業が4割 前
表2噸
札幌(*)()内は
ソフ ト開 発 企 業
全 国 〔糊%
・
100万円100万 円1500万円1,000万円
未 満 ～ ～ ～
?
??
?
?
?
?
?
?
??
??
?
?
6136
1.022.6
2(1)
11.1
136
22.6
6
33.3
241
40.1
5,000万円
4
22.2
40
6.7
1億円
以 上
??
??
?
?
?
42」
7.0
18(3)
100.0
601
100.0
{*)〔1〕,p.88,表2-3に よ る。 昭 和52年10月現 在 。
(*‡)〔3〕,p.19,第5表 に よ る。 独 立 計 算 受 託 企業 の み 。
表3、.
＼ 一＼ 従業員数 勢＼
4人
?
〜
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
???
%
1}・
5.610.O
18
3.0
56
9.3
?
〜
?
?
〜
?
?
?
?
〜
?
?
?
?
〜
?
?
?
?
〜
?
?
4(3)
22.2
84
14.021i'li79"1211b41Ti
61511
33312乞715・6
71
300
10
5。610.O
20
3.3
?
?
?
?
??
??
??
?
?
18(3)
100.0
11.81
601
100.0
(*)〔1〕,p.92,表2-5に よ る。
{**)〔3〕,p.19,第4表 に よ る 。 独 立 計 算 受 託 企 業 の み 。
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表4陣 ?
?
?
?
?
?
?
?ー
?
?
?
?
?
?
?
全 国 ⊂絆,
%,
500万円
'未 満
?
0.0
?
?
?
500万円
1
5.6
?
?
?
?
1,000
万 円
3(2)
16.7
110
18.3
5,000
万 円
～
2
11.1
109
18.1
1億円
8
44.3
263
43,8
5億円
3
16.7
?
?
?
?
?
?
10億円
～
1
5.6,
?
?
?
?
?
?
計
18(2)
100.0
601
100.0
{*〕〔1〕,P.97,表2-7による。昭和51年度。
`t*}〔3〕,p.20,第6表に よる。 昭和50年度。 独立計 算受 託企業のみ。
後 を 占 め て お り,従 業 員19人以 下 参%以 上,49人 以 下 まで と る と6割 前 後 と な
、
っている。そ して札幌においては従業員300人以上の 「大企業」 は存在せず,
全国に くらべてやや小さい方に偏よっているb
表4で 見 ると札幌,全 国とも1億 円以上5億 円未満の売上げを示す企業が約
45%を占めている。 なおJECC調査では,年 々この階層に集中する傾向があ
るとしている。JECCの全国調査で もそ うであるが,札 幌においては特に,従
へ
業員数 ∬と売上 高 ツ(単 位百万 円)と の間に強い相関が認め られ る。 κ,ツ と
もに回答 のあ った13社については相関係数r=0.921であ った。JECCの全国調
査ではO.725.となっている(〔3〕,p.23)。
5.企 業 規模 と受託業務 ・顧客について
表5(*}業務種類別売上比率(昭 和51年度)
企 業
ラ ンク
A
B
C
D
全 体
受託計算
35.1
69。5
47.1
39.6
50.7
ソフ ト
開 発
20.8
2.0
5.0
25.6
9.8
受 託
パ ンチ
21.4
11.1
27.4
24.2
19.8
オ ー プ ン
シ ス テ ム
3.3
1.1
9.8
0.0
4.4
要員派遣
5.0
6.1
3.5
10.6
5.2
コ ソサ ル
テ ィン グ
1.2
0.0
O.O
0.0
0.4
その他
13.2
10.2
7.2
0.0
9.7
計
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
{t,〔1〕,P.108,表2-13による。
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A… …10億円以上
〆
B… …5億 円以上10億円未満
C… …1億 円以上5億 円未満
D… …1億 円未満
の4ラ ソ クに分けて受託業務種類別売上げ比率を見 ると表5の よ うにな ってい
るoま た受託業務種類別の各 ラソ クごとのシ ェアは表6に ま とめた。
表6(*)業務種類別シェア(昭和51年度)
廓
A'
B
C
D
計
受託計算
21.6
47.1
27.9
3.4
100.0
ソ フ ト
開 発
66.2
7.2
15。4
11.2
100.0
雲摩
33.8
19.2
41.7
5.3
オ ー プ ン
シ ス テ ム
23.7
8.5
67.8
0.0
要員派遣
30.3
40.5
20.4
8.8
iOO.olIOO.01(P.O
コ ンサ ル
テ ィング
100.0
0.0
0.Q
0.0
100 0
そ の 他
42.0
35.8
22.0
0.0
100.0
{η 〔1〕,p.112,表2-15に よ る。
札幌市の情報処理サービス業の顧客はどのようになっているかをつぎの分嶺
に よって調べた.
1.一般企業等
皿.官 公庁
皿,親 会社 等の関連企業
IV.その他(ハ ー ドウェアメーカーな ど)
その結果が表7で あ るが,こ れに よると官公庁 か らの仕事 はA,Bラ ソクの
企業 に よってほぼ独 占されてい るとい って よいであろ う。
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表7(*)顧客種別売上比率(昭 和51年度)謹
A
B
一般 企業
68.0
45.5
C 59.6
D
全 体
69.5
57.5
官 公庁 閥 連企業
28.0
13馬8
6.9
0.0
4.0
34.7
10.2
そ の 他
??
?
15.9
α・i・ 塑 一
6・OlIOO・O
29.7
・7.3「9.3
23。3
1.3
100.0
100.0
100.0
{t}〔1〕,p.IM,表2-22による。
6.設 置電子 計算機のメーカー別 について
この件 について アンケー トに答えた企業19社の うち,電 子計 算機を設置 して
い るのは14社であった。 そのメーカー別 と使用 台数 を表8に 示す。
表8(*}設置電子計算機メーカー別＼
富 士 通
日 本 電 気
東 芝
IBM
三 菱 電 機
L室旦 洋 行
NC_R
??
?
?
企 業 数
5社
1
3
2
1
1
1
14
台 数
7台
5
3
2
2
1
1
21
台数比率
33.3%
23.8
14。3
9.5
9.5
4.8
4.8
100.0
⊂*}〔1〕,p.197,表2-28によ る。
北 海 道 で は 富 士 通 の シ ェ ア が 圧 倒 的(日 刊 工 業 新 聞,昭 和52年6月3日)と
され て い る が,こ の 表8に もそ の 一 端 が 現 わ れ て い る よ うで あ る 。
7.労 務 ・労働問題について
この問題については立ち入った調査はしていない。従業員全体の中で女性の
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占め る割合が41.6%(〔1〕,p.117,表2-18)とい う高率で,そ の半数以上 が
キ ーパソチ ャーの ようであ る。 この よ うに女性従業員が多い とい うことで,労
務管理上 難か しい問題 もあ るようで ある。
中江剛毅氏の研究 に よれば,こ の業 界の経営者 の,労 働組合が出来 ることに対
す る恐怖心 は非常 に強い。 同氏 の著書 にはその辺の経営者心理 を よく描写 した
数ペ ージがある(文 献 〔5〕,pp.122～125)。労働組合数 が少 ない割 合には,労
使紛争 に よって経営難に陥 った(ま たは,そ のよ うに思われてい る)企 業 が 目.
立つ こ とは事 実で ある。
情報産業新聞社 の調査 に よれば,'昭和50年11月1日現在,情 報処理サ ービス
業で労働組合のあ るのは全国で29社,それ もこの業界 としては大企業に多 く,
親会社 を持つ ものが圧倒的 に多い とい う。 この29社の うち電算機産業 労働組合
協議会(電 算労)加 盟は6社 とな ってい る。北海道の企業で労働組合 のあ るの
は2社 であ るが,い ずれ も札幌市以外の企業であ る。(情 報産業新聞,昭 和51
年2月16日)
8.問 題と方向
札幌市のある企業では,同 社 の ソフ トウェアを アメ リカの カル コソプ社を通
じて 日本を除 く全世界 に独占販売す る契約を結んだ ことが情報産業新聞(昭 和
50年9月15日)に報 じられてい る。 これに よって売上高の25%をロイヤ リテ ィ
として同社 は カル コソプ社 か ら受け とることにな ってい るとい う◎ 日本 の ソフ
トウェアが海外に輸出 され るのは珍 らしいケースであり注 目された。
資源小国 日本は,こ の よ うな道に もっ と進 まねば な らない筈で あ るが,こ の会
社 以外 の札幌市 内の企業では まだそ の ような意欲 は薄い ようであ る。不況乗 り
切 り,顧 客獲得,労 務 ・人事管理,コ ス ト削減,価 格競争等の 日常的問題 の処
理 に追われ てい るのが現状 ㊧ よ うで ある。特 に,最 近 のオフ ィス コソピュータ
の普及は脅威 の ようで あるが,そ の脅威を逆手 に とってハー ドウェアのデ ィー
ラーとな ってオフ ィス コソピュータを販売 し,オ フ ィス コソピュータの機能で
は処 理 し切れない業務を販売先 か ら受注す る とい う経営戦略を採用 してい る企
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業 もある。
デ ィラーでは ないが特定 コンピュータメー カー と関係のある企業では,そ の
メーカーが コソピュータを牽 り込 めば客が減 る ことにな るので,メ ーカー とは
なんとな ぐ仲が悪 くなるとい う話 も業界では語 られているようである。
、
9.政府の振興策等について
昭和53年3月31日で期限切れ となった 「特定電子工業および特定機械工業振
興臨時措置法」(略 称機電法)に 代 って情報産業の振興をはかろ うとする 「特
定機械情報産業振興臨時措置法案」(略 称機情法)が この稿執筆中(昭 和53年
5月末)に は国会審議中であるが,こ の法案の対象か らは情報処理サービス業
が除外されてい る。通産省 と,情報処理サ ービス部門を持つ電 々公社をかかえ
る郵政省 との対立が原因 とされているが,こ の法律に対す る期待が強かっただ
けにこれに対 して業界の不満は強い ものと思われる。
ソフ トウェア産業振興協会,情 報処理振興事業協会等の諸事業,各 種の融資
制度,税 の軽減措置,各 種の社会システム(医療情報,生 活映像情報,農 村多
元情報,貿 易情報等)の 開発など数多 くの施策があるが,役 所の縄張 り意識は
政策の一貫性,タ イ ミソグなどに多くの問題を残 しそ うである。今回の調査で
も電 々公社の役割について,そ の公共性を もっと考えるべきであるとい う声が
聞かれた。
〔1〕
〔2〕
〕
〕
?
?
??㍉
?
?
〔5〕
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